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ヲ得ズ｣ と規定し, 同条但書は ｢但所持人ガ其ノ債務者ヲ害スルコトヲ
知リテ手形ヲ取得シタルトキハ此ノ限ニ在ラズ｣ と規定している｡ そし
て, 手形法学上, 前者の本文は ｢人的抗弁の切断｣・｢人的抗弁の制限｣・
｢人的抗弁の遮断｣ を, 後者の但書は ｢悪意の抗弁｣ を規定している,
といわれている｡












(１) 手形法条に関しては, 本稿で検討する問題の他, 以下のような問題が
ある｡ なお, 以下のテーマについては, 神田秀樹＝神作裕之編 『手形小切




頁), ② ｢融通手形の抗弁と第三者｣ に関して最高裁昭和年７月日第






頁, 金判	号３頁), ④ ｢悪意の抗弁と重過失｣ に関して最
高裁昭和年月日第３小法廷判決 (民集巻号頁, 判時号








(２) 本文の問題意識から, ｢属人性理論｣ を用いて理論構成の一貫性を追求
した論稿として, 安倍正三 ｢判解｣ 最高裁判所判例解説民事編事件
頁以下, 同 ｢手形所持人の前者の善意と人的抗弁―属人性理論の実務的再
認識―｣ 判タ号 (年) 頁以下, 上田宏 ｢手形所持人の前者の善
意と人的抗弁―人的抗弁の反省の契機として―｣ 手形研究号 (
年)
６頁以下, 田邊光政 ｢手形流通の法解釈｣ (晃洋書房, 	年) ～

頁 (以下, ｢(流通)｣ と記す), 同 ｢人的抗弁制限後の手形取得者の地位｣
	号 (	年) 頁以下 (以下 ｢｣ と記す) がある｡
また, 本稿のテーマを含む手形抗弁を再検討する論稿として, 伊藤壽英
｢手形抗弁権の構造｣ 『現代企業法の理論と実務』 (高窪利一先生還暦記念
論文集編集委員会, 経済法例研究会, 年) 	頁以下, 土橋正 ｢人的抗
弁の 『切断』 について｣ 青法巻４号 (	年) 頁以下 (以下, ｢(青法)｣
と記す), 同 ｢人的抗弁 『切断』 論についての一試論｣ 『田中誠二先生米寿
記念 『現代商事法の重要問題』 (	年) 頁以下 (以下, ｢(田中)｣ と
記す), 長谷川雄一 ｢人的抗弁の属人性｣ 愛知大学法経論集法律篇	号















たしかに, これらの問題に関しては, 多くの先行研究があり, したがっ
て, この問題を取り上げるのは時代遅れであるとの印象を否めないし,









郎＝倉沢康一郎編 『現代手形小切手法講座第２巻』 (成文堂, 年) 
頁以下, 福岡博之 ｢手形の再取得と人的抗弁｣ 関西大学法学論集巻２･
３･４号 (	年) ～
頁 [『教材 現代手形法学』 (法律文化社, 		
年) 所収], 丸山秀平 ｢善意者の介在と悪意の抗弁｣ 野津務先生追悼論文




して, 藤田勝利 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年) 
頁





て, 黒沼悦郎 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年) 頁以




て, 川島いずみ 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年)頁以





菊池雄介 『手形小切手判例百選 [第６版]』 (有斐閣, 年) 頁以下,
同 『手形小切手判例百選 [第７版]』 (有斐閣, 年) 頁以下がある｡
点である｡
第１に, 手形取引の当事者間に存する利害の合理的調整, 手形取引の











下 ｢電子記録債務者｣ という｡) は, 電子記録債権の債権者に当該電子
記録債権を譲渡した者に対する人的関係に基づく抗弁をもって当該債権
者に対抗することができない｡｣ と, 同項但書において, ｢ただし, 当該
債権者が, 当該電子記録債務者を害することを知って当該電子記録債権











『解説 電子記録債権法』 (弘文堂, 年), 全国銀行協会電子記録債権機
関設立準備室 『図解 全銀協の電子記録債権機関 『でんさいネット』 によ
る電子記録債権の実務Ｑ＆Ａ』 (銀行研修社, 年), 始関正光＝高橋康
文編著 『一問一問 電子記録債権法』 (商事法務, 	年), 田路至弘編著





そこで, 本稿では, 第１章で最高裁および通説の判断である ｢善意者
地位承継説｣
(９)
の問題点を, 第２章で ｢裏書の本質｣ を, 第３章で ｢人的
抗弁の承継｣ を, 第４章で ｢手形法条の理論的分析｣, 第５章で ｢善
意者介在後における悪意の手形取得者と人的抗弁の対抗｣, 第６章で
｢戻裏書による手形取得と人的抗弁の対抗｣ を検討する｡
結論を先に述べると, 裏書の本質については ｢債権承継説｣, 人的抗
弁の承継については ｢人的抗弁承継肯定説｣, 手形法条本文の内容な











なお, 人的抗弁については, 手形理論とかかわりで, その内容ないし






(８) 池田＝太田・前掲注 (７) 書７～８頁・～頁, 田路・前掲注 (７)
書～頁･～頁, 萩本＝仁科･前掲注 (７) 書３～４頁・～頁








Ａは, 昭和年５月日, 金額を万円, 満期を同年７月日とす
る約束手形１通 (以下, ｢本件手形｣ と記す) を受取人白地で振り出し,
その頃, ＡのためＣ紡績株式会社 (以下, ｢Ｃ会社｣ と記す) から綿糸
の買付けを斡旋していたＢ繊維工業株式会社 (以下, ｢Ｂ会社｣ と記す)
に対し, 上記綿糸の買付代金の支払いに充てるため預けた｡ しかし, 上
記買付は不調に終わり, 本件手形を振出人Ａに返還すべきところ, Ｂ会
社は, 本件手形を白地式裏書により株式会社Ｄ商店 (以下, ｢Ｄ会社｣
と記す) に譲渡し, 次いで, Ｄ会社は昭和年６月日頃, 本件手形を
米国人Ｅに譲渡した｡ Ｅは, 本件手形をＸ (原告・控訴人・被上告人)











































そこで, Ｙ相互銀行は, (旧) 商法条２項 (会社法条但書) にい
う ｢相手方｣ とは, 手形行為の直接の相手方のみならず以降の手形の第
三取得者も包含するのに原判決はその解釈を誤った違法があり, また,









｢原判決は (旧) 商法条 (会社法条) に違反するというが, (旧)































Ｙ会社 (被告・被控訴人・上告人) は訴外Ａ会社に宛てて, 約束手形
(以下, 本件手形を記す) を振り出し, Ａ会社は訴外Ｂ会社に, Ｂ会社
は訴外Ｃ銀行に本件手形を裏書譲渡した｡ ところが, Ｂ会社は解散した｡
そこで, Ｃ銀行は, Ｂ会社に対し, 手形取引を終了させるため, 再譲渡
したい旨の申入れをした｡ Ｂ会社はこのＣ銀行からの申入れに応じて本
件手形を戻裏書により再取得し, さらに本件手形をＸ (原告・被控訴人・
被上告人) に裏書譲渡した｡ Ｘは, Ｙ会社に対して手形金を請求した｡
Ｙ会社は, このＸの請求に対して, 次のように抗弁した｡ [] 本件手
形は, Ｙ会社がＡ会社との売買契約上の代金支払のために振り出したも





























































た｡ これらの本件手形のうち, の約束手形は, 受取人Ａ会社からＢ
銀行に裏書譲渡され, Ｂ銀行が満期に呈示したが支払を拒絶されたので,































｢甲, 乙両当事者が, 相手方を受取人とし, 交換的に同金額の約束手
形を, その受取人に金融を得させるためのいわゆる融通手形として, 振
出し (いわゆる交換手形, 或いは書合手形), 各自が振出した約束手形
はそれぞれ振出人において支払をするが, もし乙が乙振出の約束手形の
支払をしなければ, 甲において甲振出の約束手形の支払をしない旨約定



















Ｙ会社 (被告・被控訴人・被上告人) はＡ会社に対し, 昭和年７月
頃, 油圧プレスブレーキ１台の製作を依頼し, その報酬の前渡金として
約束手形 (以下, 本件手形と記す) を振り出し交付した｡ Ａ会社はＢ銀
行からＡ会社単名のいわゆる親手形により手形貸付を受けた際, その債
務の担保のため, いわゆる子手形として本件手形を裏書譲渡した｡ とこ






金と相殺した｡ その結果, Ｂ銀行は, Ｘらに対し無担保裏書の方法によ
り本件手形を交付した｡
Ｘらは手形金支払請求をした｡


















































すものと解すべきではない｡｣ と判示している｡ すなわち, 昭和年判
決は, 手形所持人が悪意で手形を取得した場合でも, その前者が善意で
あったため, 手形債務者が当該前者に対し人的抗弁を対抗できなかった
ときは, 当該手形所持人は, 手形債務者から, もはや人的抗弁の対抗を
受けることはないとし, その理由を, 悪意の手形取得者が人的抗弁につ
き善意であったため人的抗弁の対抗が制限された善意の前者の地位を承
継した, すなわち, 前者が善意で人的抗弁が切断されれば, その後の取
得者は ｢善意者の地位を承継｣ し, その結果, ｢悪意の抗弁｣ の対抗は
受けないとしている｡ また, 通説もこの考え方を採用している｡




最高裁は, ｢善意者地位承継説｣ との基本的立場をとりながら, 昭和
年判決において, 戻裏書の場合には ｢自己の裏書譲渡前に地位よりも有
利な地位を取得すると解しなければならない理はない｣ と解している｡








() 上田・前掲注 (２) 論文７頁, 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
また, 善意者が介在しているため, 最高裁は, その基本的考え方であ
る ｢善意者地位承継説｣ によれば, 人的抗弁が成立しないはずの悪意取
得者に ｢悪意の抗弁｣ の成立を認める判決を下した｡ それが, 昭和年
判決である｡ すなわち, 最高裁は, Ｘの請求に対して, ｢善意者地位承
継説｣ を採用せずに, ｢Ｘが交換手形に関する右約定およびＡ会社振出
の約束手形の不渡り, 或いは, 不渡りとなるべきことを知りながら｣ 手
形を取得したから, Ｙ会社は, ｢いわゆる悪意の抗弁をもって対抗でき








のであれば, まだましであった｡ しかし, かりに最高裁が戻裏書と同一
であると構成をとったとしても, やはり昭和年判決と矛盾することに
なるという欠陥があることになる｡
さらに, 保証人の事例に関する昭和年判決は, 最高裁が ｢善意者地
位承継説｣ を採ることから生ずる種々の問題を抱える判決である｡
第１に, 信義則に反する点の捉え方である｡ すなわち, ｢善意者地位












() 田邊・前掲注 (２) 論文	頁｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文	頁｡
第３に, 最高裁は, 保証人による手形の取得を, 信義則上, 戻裏書と
同一と評価するとしている｡ 本件における保証人による手形の取得を戻
裏書と評価すると, 昭和年判決と同じ問題, すなわち, 最高裁の基本























() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
() 昭和年の交換手形における善意者介在後の手形取得の問題, 昭和年
の保証人による手形取得の問題, さらに, 償還受戻による手形取得の問題




ところで, この裏書の本質については, 以下のとおり, ｢原始取得説
ないし所有権説｣ と ｢債権承継説｣ の争いがあり, その本質に関する理
解が人的抗弁の制限や悪意の抗弁に理解に大きな影響を与えている｡
第１. ｢原始取得説｣













において, ｢創造説｣ を前提としている｡ すな
わち, この見解は, 手形行為は不特定多数人に対する一方的意思表示で
あるとし, 手形行為者が手形を作成・署名すれば, 手形行為が成立し,






() 本文の見解には, 手形法学上, ｢所有権説｣ または ｢原始取得説｣ の名
称を用いられていた｡ 高窪教授は, 両名称を用いている｡ 前者については,
『現代手形・小切手法 [三訂版]』 (経済法令研究会, 	年) 
頁 (以下
｢(現代) と記す｣), 後者については, (現代) 頁・頁, 『手形法小切
手法通論 (全訂版)』 (三嶺書房, 
年) 頁 (以下, ｢(通論)｣ と記す)｡
また, ｢所有権理論｣ ((通論) 頁), ｢所有権取得説｣ ((現代) 
頁)
も用いている｡
() 手形上の権利の取得に関する理論構成について, 濱田惟道 『手形法小切
手法』 (文眞堂, 	年) 	
～		頁｡
() 手形理論については, 濱田・前掲注 () 書参照｡
得することになる｡
そして, この見解は, ｢証券の所有権に着目することの効用｣ を以下
のとおり述べている｡ ｢わが国では, 証券関係をあくまで債権の発生・
移転・消滅の過程として考察する 『債権説』 が多数説であり, 証券の物
としての側面はほとんど無視されてきた｡ 証券の交付は, 意思伝達の手
段 (手形小切手行為の発効要件) として位置づけられ, 流通過程におい
ても, 指図債権・無記名債権の呈示性・受戻性から証券の交付が効力要
件となると解されてきた｡ しかし, 証券の物権的側面を無視しては証券
関係は説明できない｡ 債権関係 (指名債権) は本来対人的なものであり,
これが証券化 (物化) されたからこそ, 対世的な価値が与えられ, 流通
しうるのである (民条３項参照)｡ 指図債権・無記名債権という呼名
は, 物化された債権を比喩的に表現したことばにほかならず, 証券を自
















































() 木内宜彦 『手形法小切手法 (企業法学Ⅲ) 第２版』 (勁草書房, 年)
	頁 (以下, ｢(企業) と記す｣)｡
() 木内宜彦 『特殊講義手形法小切手法』 (法学書院, 年) 	頁 (以下,
｢(特殊)｣ と記す)｡












私見は, 裏書の本質については, ｢債権承継説｣ を妥当であると考える｡
理由は以下のとおりです｡
第１に, ｢原始取得説｣ の効用自体に関する問題である｡ 確かに, ｢原
始取得説｣ が主張するように, 本来対人的な債権関係に対して対世的価


















｢原始取得説｣ によれば, 当然, 人的抗弁は承継されないことになる,
とされる｡ これに対して, 通説である ｢債権承継説｣ の立場に立てば,
民法の一般原則により, 人的抗弁は承継されることになるはずである｡ し





に取得するとする ｢原始取得説｣ のみならず, 譲受人が手形債権を承継
的に取得するとする ｢債権承継説｣ からも主張されている｡ なお, 以下
の見解は, 人的抗弁を属人的なものと捉えている｡
１. ｢原始取得説｣
この見解は, 手形理論に関して創造説をとって, 手形行為は本来, 不

































この見解に対しては, 以下のような批判がある｡ ｢証券作成者が, 手
形上になした意思表示が, 振出人と受取人との人的関係を抜け出て, 第




() 小橋一郎 『手形行為論』 (有信堂, 年) ～頁｡
者) の意思の求める点は賛成できない｡ むしろ, 振出人は, できるだけ






この見解は, ｢手形債権は, 手形行為が有効に行われたかぎり, 文言
によって確定された内容の権利として無因的に発生し, 手形の裏書によっ
て移転するのは, 手形債権であって, 手形外の人的抗弁は被裏書人に承





づいて, その人の許に発生するものであると解される｡ 通説が, 人的抗
弁を手形上の権利に結びつけて捉えている (対物的に捉えている) のに









() 田邊・前掲注 (２) 書 (流通) 頁｡ 同旨, 木内・前掲 () 書 (企
業) 頁｡ なお, 田邊教授は, 人的抗弁が手形債権と共に移転するもの
ではないという結論は肯定している｡
() 田邊光政 『最新手形法小切手法 [五訂版]』 (中央経済社, 	年) 
頁 (以下, ｢(最新)｣ と記す), 同・前掲注 (２) 論文頁｡ 同旨, 安倍・
前掲注 (２) 論文














すでに手形上の権利 (手形証券に表章されている) と, 人的抗弁 (当該





















() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
() 田邊・前掲注 (２) 書 (流通) 頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文～頁｡
係欠缺という人的抗弁にするところにある (物的抗弁の人的抗弁化の一
つ)｡｣ と主張する｡














前述したように, 裏書の本質に ｢債権承継説｣ を前提とし, 後述する
ように, 条本文の効果に関する ｢人的抗弁の切断｣ の効果を認める見
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 川村正幸 『手形法・小切手法 [第３版]』 (新世社, 年) ～頁,
木内・前掲注 (	) 書 (企業) 
～頁, 同・前掲注 (		) 書 (特殊)
頁, 土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) 	
頁, 同・前掲注 (２) 論文
(田中) ～	頁, 林・前掲注 (２) 論文頁, 丸山・前掲注 (	) 書
～頁, 同・前掲注 (２) 論文～頁, 弥永真生 『リーガルマイ
ンド手形法・小切手法 (第２版補訂２版)』 (有斐閣, 年) ～頁｡
なお, 高窪・前掲注 (
) 書 (現代) 頁は, ｢通説は, 同時に原因関係
とのつながりを尊重し, 基本当事者において, 原因関係に基づく人的抗弁
の対抗を認める｡ 原因関係との抽象的分離とはいっても, すでに無因的権

















条参照)｡ すなわち, いわゆる ｢	
	
	(何人も自己の有する権利以上の権利を移転することは出来













() 抗弁の切断を認める見解は, その理論的根拠として, ｢権利外観理論｣
をあげる｡ この見解を主張されるのは, 木内・前掲注 () 書 (企業)
頁・頁, 福瀧博之 ｢手形の再取得と人的抗弁｣ 『教材現代手形法学』
(法律文化社, 年) 頁, 丸山・前掲注 () 書頁である｡
() この呼称は, 弥永・前掲注 () 書頁によるものである｡ そのほか,
丸山教授は ｢対抗関係説｣ と呼んでいる｡ 前掲注 (２) 論文頁｡ ｢抗弁
不対抗説｣ は, 条本文の効果として, 手形債権に附着していた抗弁を手
形債権から切断する効果を認めるのではなく, 手形債権に附着した抗弁を
主張することができなるとという効果を認めるものである｡ 土橋・前掲注
(２) 論文 (青法) ～頁, 同・前掲注 (２) 論文 (田中) ～頁,
林・前掲注 (２) 論文～頁｡
() 河本一郎 ｢手形法における悪意の抗弁｣ 民商巻４号～頁｡ 同旨,
その他, 抗弁切断説, 注参照｡ また, ｢人的抗弁不対抗説｣ の立場から,







になるはずである｡ しかし, それが不可能なのは, 手形上の権利と抗弁
事由が本来切り離されているからではなく, 通常の指名債権譲渡とは異

















第１に, 上記の ｢人的抗弁承継肯定説｣ が主張している上記の５つの
理由には, 合理性があると考える｡




～	頁, 林・前掲注 (２) 論文
頁｡
() 弥永・前掲注 () 書
頁｡
() 木内・前掲注 (	) 書 (特殊)頁｡同旨,弥永・前掲注 () 書
頁｡
() 弥永・前掲注 () 書
頁｡
() 弥永・前掲注 () 書
頁｡
り, そのように考えるのが合理的であるからである｡
第４に, 当事者間の利害のバランスである｡ 確かに, 手形法の理念で
ある, 手形の支払性の確保ないし強化, 手形の流通性の確保ないし強化
の観点からは, 手形行為の有因性の無因性化, 物的抗弁の人的抗弁化は
必要であろう｡ しかし, 他方で, 振出人に支払を拒絶することのできる
抗弁が存在するのであれば, その抗弁を主張したいと考えるのが合理的













ヲ得ズ｣ と規定し, 手形法学においては, 人的抗弁の切断・遮断・制限















したがって, 前者に関する抗弁が対抗される余地は, 本来, 存しない,
としている｡ そして, この見解は, このような考え方は, ｢手形上の権
利が, 不特定多数人に対する一方的な単独行為の効果として個々の所持






この見解は, ｢債権承継説｣ を前提としつつ, 手形行為の無因性から,
人的抗弁は移転しないものであるとしている｡
すなわち, この見解は, 手形行為の ｢無因性を前提に人的抗弁の意義
を考慮すれば, 人的抗弁は手形関係の特定の当事者間に認められるもの










() 高窪・前掲注 (	) 書 (現代) 頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
者間において, すでに手形上の権利 (手形証券に表章されている) と,
人的抗弁 (当該当事者間に存在している) は切り離されており, 裏書は













ている｡ すなわち, この見解は, ｢手形は指図債権であり手形が裏書に
よって譲渡された場合において, 手形法に対して一般法となるのは指名















() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡





この見解は, ｢債権承継説｣, および, ｢人的抗弁承継否定説｣ を前提
として, 条本文は手形債権のみが裏書によって移転するという当然の






















() 永井・前掲注 (２) 論文～	頁｡
() 上田・前掲注 (２) 論文７～８頁｡ 同旨, 田邊・前掲注 (２) 論文	頁｡
() 川村・前掲注 () 書
～頁, 木内・前掲注 (	) 書 (企業) 
～頁, 同・前掲注 (		) 書 (特殊) 頁, 丸山・前掲注 (	) 書
















ない) というローマ法上の原則が適用される｡ しかし, ｢手形上の権利
移転に伴い抗弁関係も承継されるとすると, 手形の流通性が阻害される
結果を導かれる｡ すなわち, 手形にあって, 善意で手形を譲り受けた者
が, 自己の知らない抗弁を債務者から対抗・主張されるようなことにな









権についての民法条であろう｡ 民法 (条) では, 証書の記載に基
づくものや, 証書の性質に基づくもののほかは善意の者に対抗しえない




() 川村・前掲注 () 書～頁, 木内・前掲注 () 書 (企業) 
頁, 丸山・前掲注 () 書～頁, 弥永・前掲注 () 書～頁｡
() 丸山・前掲注 () 書頁, 同旨, 木内・前掲注 () 書 (企業) 










この見解は, ｢債権承継説｣, および, ｢人的抗弁承継肯定説｣ を前提
とし, 条は, 人的抗弁を ｢切断｣ するものではなく, 人的抗弁の対抗
を ｢制限｣ する規定であると解している｡ すなわち, この見解は, ｢人
的抗弁は手形上の権利に付着して譲渡され, 善意者の介在によっても
『切断』 されることはないが, 善意者に対しては, 手形債務者によるそ







() 永井和之 『基本論点商法 [改訂第３版]』 (法学書院, 年) 頁｡
なお, 本文中の ｢民法条｣ は ｢民法
条｣ ではないかと考える｡ なぜ





れるべきである｡ 民法にも指名債権, 指図債権, 無記名債権が並存してい




() 土橋・前掲注 (２) 論文 (田中) 	頁, 同・前掲注 (２) 論文 (青学)
～
頁｡ 同旨, 林・前掲注 (２) 論文～頁｡
者は, 常に, 人的抗弁の対抗を受けることになるはずである｡











第２に, ｢人的抗弁切断説｣ は最高裁および通説が採用する ｢善意者
地位承継説｣ の前提であり, ｢善意者地位承継説｣ に立つ場合には, 手
形の再取得者の保護における理論構成において, 矛盾や, 理論の一貫性
の欠如の問題がある｡
ただ, この ｢人的抗弁不対抗説｣ に立つ場合に, ２つのクリアしなけ
ればならない難問がある｡




この点に関しては, ｢人的抗弁不対抗説｣ からは, 反論として, 手形
法の理念, すなわち, 手形の支払の確実性の確保及び強化, 手形の流通
性の確保及び強化による, 手形取引の安全をあげることができると考え
る｡ もっとも, ｢人的抗弁不対抗説｣ はその抗弁制限の根拠を明示して
いないが, その主張の前提には ｢政策説｣ の発想があったと考える｡ な











この点に関しては, 民法条の ｢善意｣ の文言の趣旨と手形法条
の物的抗弁の排除の根拠を説明すればよいのではなかろうか｡




この民法条の解釈としては, 一般的に, 文言上, ｢善意｣ という文
言が要件となっているから, 譲受人が善意である場合に抗弁の対抗が不
可能であるという効果ないし結果が導かれるということであろう｡ しか
し, そのような解釈ではなく, 別の解釈, すなわち, 善意という文言が
なくても, 当然に, 善意者は抗弁の対抗が阻止され, 悪意者は抗弁の対
抗を受けるという解釈は成り立つであろう｡ すなわち, 民法条には
｢善意｣ という文言は不要であったという解釈も成り立つはずである｡




そして, このような解釈は, 手形法条本文にも当てはまる｡ すなわ
ち, 手形法条本文には, 民法条と異なり, ｢善意｣ という文言がな















































る｡ したがって, 前者の場合には, 民法条と手形法条は, 一般法





を受けない｡ したがって, 後者の場合には, 民法条と手形法条は,
一般法と特別法の関係になる, と解するのである｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 川井健教授は, ｢手形小切手の譲渡については, さらに抗弁が制限され
ている｡｣ と述べている｡ 『民法概論３ (債権総論) [第２版]』 (有斐閣,





性が妨げられるので, 条は, 対抗しうる事由を制限した｡ すなわち,
その証書に記載した事項およびその証書の性質より当然に生ずる結果を除












この見解は, 上述のとおり, 手形債権の無因性と, 原因関係の物的抗
弁の人的抗弁化により, ｢人的抗弁は手形関係の特定の当事者間に認め











この見解は, ｢債権承継説｣ および ｢人的抗弁承継肯定説｣ を前提と







() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 小橋・前掲注 () 書～頁｡
この政策的理由を前提として, この見解は, 人的抗弁の制限を説明す
るための理論的根拠としては ｢権利外観理論でもって説明するほかない｣








見解は, 手形債務者は, 手形行為によって, 抗弁の付着しない手形の記
載どおりの手形債権を発生させ (外観の存在), 手形の取得者である第
三者に手形の記載どおりの手形債権が存在するという信頼を起こさせる
















() 木内・前掲注 (	) 書 (企業) 頁｡
() 弥永真生 ｢リーガルマインド手形法・小切手法 [第２版補訂２版]｣ (有










第２. 17条但書― ｢悪意の抗弁｣ の理論構成―
手形法は, 手形法条本文において ｢為替手形ニ依リ請求ヲ受ケタル
者ハ…所持人ノ前者ニ対スル人的関係ニ基ク抗弁ヲ以テ所持人ニ対抗ス
ルコトヲ得ズ｣ と規定し, 但書において, ｢所持人ガ其ノ債務者ヲ害ス
ルコトヲ知リテ取得シタルトキ此ノ限ニ在ラズ｣ と規定している｡ すな
わち, 条但書は, 手形債務者は, その債務者を害すること知って手形
を取得した者に対して, ｢所持人ノ前者ニ対スル｣ 人的抗弁を対抗して
支払を拒絶することができると規定している｡ このような支払を拒絶す
ることができる抗弁を, 手形法学上, ｢悪意の抗弁｣ と呼んでいる｡









ツ法における議論に関して, 小橋・前掲注 () 書頁以下参照｡
１. 前者の人的抗弁とは異なる特殊な人的抗弁と構成する見解
①. ｢原始取得説｣ ―一般悪意の抗弁ないし利益衡量の抗弁―
この見解は, ｢悪意の抗弁｣ を ｢特殊な法定の人的抗弁で, 前者に対
する人的抗弁とはまったく別個の抗弁｣ とする｡ すなわち, この特殊な







また, この見解は, ｢悪意の抗弁は, 前者に対する人的抗弁の成否に





















() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡


































() 高窪・前掲注 () 書 (現代) ～頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 	頁｡





いくものではない (属人性)｡｣ とし, ｢人的抗弁の属人性｣ を主張する
()
｡
このような ｢人的抗弁の属人性｣ を前提に, この見解は, たとえば,
振出人甲と受取人乙の間において原因関係が欠缺している場合に, 乙よ
り約束手形の裏書譲渡を受けた丙が甲乙間の原因関係欠缺を知っている












る｡ すなわち, 丙は 『害スルコトヲ知リテ』 取得する者となるのである｡
人的抗弁の存在を知っている (悪意) ことは, 『害スルコトヲ知リテ』






() 永井・前掲注 (２) 論文	～頁｡ なお, ｢属人性理論説｣ ではない｡
() 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
() 本文中では ｢甲の丙に対してのみ主張しうる抗弁｣ とあるが, ｢甲の乙
に対して…｣ ではないだろうか｡



















































とする点に問題点を含む｡｣, と｡ 同・前掲注 (２) 論文８頁｡ しかし, 上
田教授の考え方によれば, ｢一般悪意の抗弁の一種にちかいもの｣ になる
のではないだろうか｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡ 田邊教授は, ｢信義誠実に反し, 非難さ
れるべき取得者のことを, 手形法条但書は, 『債務者を害することを知
りて手形を取得したる』 者を表現しているものと解すべきである｣ と主張





悪意の抗弁と, いわゆる 『一般悪意の抗弁』 とは区別しなければならない｡
後者は, 所持人の権利行使が信義則に反しあるいは権利濫用と解されるよ
うな場合に, 所持人の請求を拒むために債務者が主張する抗弁をいう｡｣
と述べている (下線は筆者による)｡ 前掲注 () 書 (最新) 	頁｡ 上田
教授の据え方と田邊教授の据え方とは若干ニュアンスが異なるような気が






















基本的な発想は ｢人的抗弁切断説｣ と同じであり, 前者の人的抗弁が




() ｢人的抗弁切断説｣ の立場から, 丸山・前掲注 () 書頁｡ 同旨,
木内・前掲注 () 書 (企業) ～頁, 弥永・前掲注 () 書頁｡
｢人的抗弁不対抗説｣ の立場から, 同旨のものとして, 土橋・前掲注 (２)
論文 (田中) 	頁, 同・前掲注 (２) 論文 (青学) ～頁｡ 同旨, 林・
前掲注 (２) 論文
～
頁｡ なお, 福瀧博之教授は, 『手形法概要 [第





れる (その結果, その後の手形取得者は, 人的抗弁の付着しない手形債
権を取得する) と考えるのではなく, 抗弁の対抗が制限される (すなわ
ち, その後の手形取得者, 抗弁は付着したまま手形債権を取得する) と
考える見解である｡
３. 小括
｢債権承継説｣ に立つ限り, 悪意の抗弁は, 前者の人的抗弁を承継し
たものと解すべきである｡
そして, ｢人的抗弁切断説｣ と ｢人的抗弁不対抗説｣ の争いにおいて






























害スルコトヲ知リテ｣ 手形を ｢取得シタル｣ 者に該当しない｡ 前者Ｂの
取得によって抗弁が切断された以上, その悪意の者Ｘが手形を取得した









() 川村・前掲注 () 書頁｡ 大隅健一郎＝河本一郎 『注釈手形法小切
手法』 (有斐閣,) 頁は, ｢裏書の本質は債権譲渡であるから, 前者のも
とでいったん抗弁が切断された以上, 後者が抗弁の附着しない権利を承継
するのは当然である｡｣ としている｡
() 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡ 弥永・前掲注 () 書頁は,
｢いったん善意者が取得すれば, その後, 悪意者が取得しても手形債務者
は新たな不利益を受けるわけではない｡｣ としている｡ また, 永井教授は,
通説とは異なる立場を前提としているが, 振出人甲→受取人乙→丙 (善意)
→丁 (悪意), 甲乙間の原因関係に瑕疵があるという事例を設定して, ｢害




































() 川村・前掲注 () 書	～	頁｡ 大隅＝河本・前掲注 () 書頁
は, ｢反対説のように考えると, いったん善意取得した者が, その後, 事
情を告げて他の譲渡することが不可能になる｡ これはむしろ善意で取得し
た者の権利を制限することになる｡｣ としている｡
() 川村・前掲注 () 書	～	頁｡
() 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡ 同旨, 永井・前掲注 (２) 論文頁｡
















この見解に対しては, 以下の批判がある｡ なお, これらの批判は, 後
述するように, ｢悪意の抗弁｣ を認める見解の根拠となっている｡






判例・通説の ｢善意者地位承継説｣ の立場に立てば, ｢『人的抗弁の成
立した当事者以後手形が転々流通すると, その全員の悪意を主張しなけ
ればならなくなる｡ しかも手形が白地裏書のまま交付のみで転々流通す






() 木内・前掲注 () 書 (企業) 頁｡ 同旨, 大隅＝河本・前掲注 (	)
書頁, 丸山・前掲注 (２) 論文頁｡






｡』 といわなければならない｣ ということになる｡ そし
て, ｢このようなことでは, 訴訟の実際から考えて, 悪意の抗弁の主張















この見解は, 善意者Ｂはもちろんこと, 悪意者Ｘも, 原則として, 悪
意の抗弁の対抗を受けない, とする｡ その根拠として, 以下の３点を挙
げている｡





第２に, 悪意者Ｘによる手形の取得によっても, 直接に, 債務者Ｙが
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 安倍正三裁判官は, 前掲注 (２) 論文～頁においては, 坂井裁判官
による条の抗弁の立証責任の負担に関する問題点の説明を引用している｡
坂井芳雄 『裁判手形法 (再増補)』 (

年, 一粒社) 頁｡
() 安倍・前掲注 (２) 論文頁｡
() 高窪・前掲注 (











｡ すなわち, この見解は, ｢善意の取得者が権
利行使を認められるだけでなく, その後悪意となった者に対しても証券
を譲渡して財貨転換ないし信用利用の利益を得られることを保障するこ
と｣ を目的とする ｢シェルター・ルール｣, すなわち, ｢いったん善意者
が証券を取得して人的抗弁の対抗が制限されると, その後の転得者は,
善意悪意を問わず完全に権利行使が認められる｣ と解する原則である英
米法の ｢シェルター・ルール｣ に適合する, としている｡
このような原則に対して, この見解は, 例外的に, ｢所持人の悪意の
程度を個別的に認定して 『悪意の抗弁』 の対抗を認めることとなる｣ と
主張している
()
｡ すなわち, ｢悪意の抗弁｣ の対抗が認められる例外的な
場合として, この見解は, ｢①所持人が前々者に関する抗弁事由 (こと





() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 頁｡
() シェルター・ルールについて, 高窪・前掲注 () 書 (通論) 頁,
前田庸 『手形法・小切手法』 (有斐閣, 年) ～頁参照｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁, 同・前掲注 () 書 (通論) 頁｡
高窪教授は, ｢債権承継説では, この法理は当然の結果となるが (前者に





解されているが, 抗弁を認めるとすれば, 一般悪意の抗弁であろう)｡｣ と
主張している｡ 前掲注 () 書 (通論) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
のため故意に善意者を介在せしめた場合 (いわゆる ｢かいらい｣ ないし


































この見解に対しては, 以下のような批判がある｡ なお, これらの批判
は, ｢善意者地位承継説｣ の根拠となっている｡









第２に, 善意者による手形の自由な処分の制限である｡ すなわち, 最













() 田邊・前掲注 (２) 論文～頁｡
() この見解においては, ｢悪意の抗弁｣ は, 前者の人的関係に基づく抗弁
を承継した抗弁ではなく, 悪意者であるがゆえに対抗される一般悪意の抗
弁ということになるはずである｡ しかし, 田邊教授は, ｢悪意の抗弁と,
いわゆる 『一般悪意の抗弁』 とは区別しなければならない｡ 後者は, 所持
人の権利行使が信義則に反しあるいは権利濫用と解される場合に, 所持人
の請求を拒むために債務者が主張する抗弁をいう｡｣ と述べている｡
() 大隅＝河本・前掲注 () 書頁｡ 弥永・前掲注 () 書頁, 永井・
前掲注 (２) 論文頁｡













が主張するものである｡ すなわち, この判決は, ｢人的抗弁の直
接の相手方 (Ａ) と, これにつき悪意で手形を取得した所持人 (Ｘ) と
の間に善意の第三取得者 (Ｂ) が介在している場合, 手形債務者 (Ｙ)




合, ｢介在者 (Ｂ) が所持人 (Ｘ) に対し, 裏書人として遡求義務を負
担している場合には所持人 (Ｘ) が人的抗弁につき悪意で手形を取得し
ても, 手形債務者 (Ｙ) は抗弁の対抗を許されず, しからざる場合, す
なわち介在者 (Ｂ) が, 裏書によらず前者の白地式裏書のまま引渡によ
り手形を譲渡したり, または無担保裏書・期限後裏書・戻裏書等によっ
て裏書譲渡した場合のように, 所持人 (Ｘ) に対し遡求義務を負担しな
い場合には, 抗弁の対抗を認めるべきである｡｣ と判示する｡
その理由は, 上記第３の批判である ｢訴訟の循環｣ にある｡ すなわち,
中京法学巻３・４号 (	年) ()
() 大隅＝河本・前掲注 (
	) 書頁｡ 同旨, 永井・前掲注 (２) 論文	
頁｡
() 判時
号頁｡ 同旨, 倉沢康一郎 ｢判批｣ 金判
号頁, 本間・
｢判批｣ 判時号頁, 弥永・前掲注 () 書頁｡ なお, 本文の判決
文の説明にある (Ａ), (Ｂ), (Ｘ), (Ｙ), は筆者によるものである｡
｢手形法条但書の規定は悪意者を保護せずとする法の基本的趣旨を明
らかにしたものであるが, 手形所持人 (Ｘ) と人的抗弁の相手方 (Ａ)
との中間に所持人 (Ｘ) に対し遡求義務を負う善意取得者 (Ｂ) が介在
する場合には, 手形債務者 (Ｙ) から所持人 (Ｘ) に対して悪意による
人的抗弁の対抗を認めるとすれば, 所持人 (Ｘ) は右介在者 (Ｂ) に対
し請求し, 介在者 (Ｂ) から債務者 (Ｙ) に再遡求することによって結
局同一の結果となり, 無益を強いることになるから, このような場合に
人的抗弁の対抗を認めることは無意味であって, これを認めるべきでは
ない｡ しかし, これと異なり, 善意者 (Ｂ) が介在しても, 前記例示の
各場合のようにその介在者 (Ｂ) が所持人 (Ｘ) に対し遡求義務を負わ
ない場合には, 右のように迂路によって同一結果を招くという無益を強
いることもなく, その他このような場合にまで手形法条但書の解釈上
の例外として, 悪意取得者 (Ｘ) を保護しなければならない実質的理由




要するに, この見解は, 悪意者の手形取得者Ｘは, 原則として, 前者
Ｂの善意悪意に拘わらず, 手形債務者Ｙから人的抗弁の対抗を受けなけ















() 本文の判決文中の ｢Ｙ｣, ｢Ａ｣, ｢Ｂ｣, ｢Ｘ｣ は, 筆者による｡
() 田邊・前掲注 (２) 書 (流通) 頁｡





第３に, ｢属人性理論説｣ の立場から, ｢完全な属人性説では, 訴訟の
循環という事態が生ずることも, 理論上は避けられない｡ しかし, 現実
にこの種の問題が生ずるのは, …, 手形割引ないし銀行による担保とし
ての手形取得後の逆流に際してであるが, 銀行は無担保裏書を行なうの
















中) ～頁｡ なお, 土橋教授は, 本文の批判に続けて, ｢通常の譲渡
裏書において｣ ＹのＸに ｢対する抗弁が認められ, 実務上迂路を生ずると
しても, そのこと自体が理論的脆弱さを示すものとはいえないであろう｡
実務上の不都合さは, 他の理論を求めることの契機となるものであってこ
そ, それが理論の否定となることはないものと解される｡ 少なくとも, 実
務上の不都合を重視することにより理論的一貫性を欠くことは, 許される
ものではないといえよう｡｣ と批判している｡ 妥当な批判であると考える｡
同・前掲注 (２) 論文 (田中) ～頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 		頁｡
() 田邊・前掲注 (２) 論文頁｡
しかし, この見解は, 抗弁が付着すること自体は手形取得者の ｢取得す
る権利の内容には何らの影響を与えるものではなく, その権利の行使の








この見解に立った場合, 上述の ｢属人性理論説｣ に対すると同じ批判
が投げかけられる｡ すなわち, 第１に, 手形法条但書所定の要件
(｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シタル者｣) 不該当性, 第２に, 善
意の手形取得者よる手形の処分の困難, 第３に, 訴訟の循環である｡
第３. 小括
まず, 基本的発想として, ｢人的抗弁不対抗説｣ をとるべきであると
考える｡ そうすると, 悪意の手形取得者に対しては ｢悪意の抗弁｣ をつ
ねに認めることになると解されるかもしれない｡ しかし, そうではなく,
結論としては, 原則として, 悪意の手形取得者であっても, 手形債務者
からの悪意の抗弁の対抗を受けず保護されるべきであると考える｡ しか




まず, 抗弁の対抗を否定する説 (｢善意者地位承継説｣) の ｢善意の手
形取得者による手形の裏書譲渡の自由の保障｣ という価値判断と抗弁の




() 土橋・前掲注 (２) 論文 (青法) 頁, 同・前掲注 (２) 論文頁｡
を保護すべきではない｣ という価値判断の相剋, すなわち, 善意者の保
護と悪意者の排除を比較衡量した場合, どちらが優先するであろうか｡
手形の流通性の確保ないし強化は手形法および手形法学の重要な理念

















先して考える｡ すなわち, 原則として, 手形債務者による悪意の手形所








() 川村・前掲注 () 書頁は, ｢善意の取得者の保護の反射的効果とし
第２に, その一方で, 手形法条但書の悪意者の排除という価値判断
も考慮する必要がある｡ そこで, 前者Ｂが善意で手形を取得する時点を
基準に, 抗弁の対抗を判断する｡ すなわち, ①手形の現所持人である悪
意の手形取得者Ｘが, 前者Ｂが手形を善意で取得する前に抗弁の存在に




















































多数説は, いわゆる ｢人的抗弁の属人性｣ をその理由としてあげてい
る｡ すなわち, 人的関係に基づく抗弁は, 人そのものに付着するもので
あるとし, 抗弁の対抗を受けるべき元の所持人によって手形が再取得さ
れれば, 再取得までに善意者が介在しても, 手形債務者は, 人的抗弁は
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 高窪・前掲注 (	) 書 (現代) 

頁｡
() 弥永・前掲注 () 書頁｡




｢属人性理論説｣ とは異なり, 戻裏書の場合にのみ ｢人的抗弁の属人性｣
を持ち出し根拠としていることに注意する必要がある｡
この見解に対しては, 以下の批判がある｡


















るから再取得後も対抗できるとする説 (これを 『属人性の理論』 という)










() 木内・前掲注 () 書 (企業) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡ 同旨, 田邊・前掲注 () 書 (最
新) 頁｡





























() 高窪・前掲注 () 書 (現代) 頁｡
() 高窪・前掲注 () 書 (通論) 	～	頁｡
() 田邊・前掲注 () 書 (最新) 	頁｡ 同旨, 安倍・前掲注 (２) 論文
頁, 上田・前掲注 (２) 論文８頁, 長谷川・前掲注 (２) 論文～頁｡






手形法条に関しては ｢人的抗弁不対抗説｣ にたつ｡ しかし, 基本的
には善意者保護ないし取引の安全の確保の観点から, 悪意者でも保護さ










そして, その模索のために, 裏書の本質, 人的抗弁の承継, 手形法
条本文所定の ｢人的抗弁の制限｣ の制度趣旨および理論的根拠, 同但書
所定の ｢悪意の抗弁｣ の性質を検討した｡
おわりに, 各論点に関する私見をまとめて, 本稿を終えたい｡
第１に, 裏書の本質に関しては, ｢原始取得説｣ でなく, ｢債権承継説｣
を採るべきであると考える｡ 第１の理由は, 所有権理論の効用自体に関
する問題である, 第２に, 手形法条の文言との整合性である｡ 裏書は,
譲渡人が有する手形上の権利を譲受人に移転する, 承継するものである｡
第２に, 人的抗弁の承継については, ｢人的抗弁承継肯定説｣ を採る
べきであると考える｡ 理由は上述した通りであるが, 特に, 当事者間の










得した場合には, ｢悪意の抗弁｣ が対抗できるから, 結論に変わりはな






第４に, 手形法条本文の内容ないし趣旨に関しては, ｢政策説｣ を
前提に ｢人的抗弁不対抗説｣ を採るべきであると考える｡ 理由は, 上述
のとおりであるが, 特に, 	の原則に忠実に従うべきであり,
｢人的抗弁切断説｣ は ｢善意者地位承継説｣ の前提であり, ｢善意者地位
承継説｣ に立つ場合には, 手形の再取得者の保護における理論構成にお
いて, 矛盾や, 理論の一貫性の欠如など問題がある｡ ただ, この ｢人的
抗弁不対抗説｣ に立つ場合に, ２つのクリアしなければならない問題点






条の ｢善意｣ の文言の趣旨と手形法条の ｢悪意の
抗弁｣ の趣旨, そして, 民法
条と手形法条の関係を説明すればよ
いのではなかろうか｡












上一貫した結論を導き出すと考える｡ すなわち, 第１に, 原則として,
手形の流通性, 手形取引の安全の見地から, 善意者の権利行使の一態様
である手形債権の譲渡, つまり, 悪意の手形所得者の権利取得後の行使
を認める｡ 第２に, その一方で, 前者が善意で手形を取得する時点を基
準に抗弁の対抗を判断する｡ すなわち, ①前者が手形を善意で取得する
前に, 手形の現所持人である悪意の手形取得者が, 人的抗弁の存在につ




そして, このように ｢悪意の抗弁｣ の対抗が認められるとする解釈に
よると, 第１に, 悪意の取得者は ｢債務者ヲ害スルコトヲ知リテ取得シ
タル者｣ に該当しないという問題点, 第２に, 訴訟の循環が生ずるとい
う問題点が生ずるが, 以下のように解釈すべきである｡ 第１の点につい








ある｡ そして, 第２の点については, まず, ｢人的抗弁不対抗説｣ に立
つ｡ しかし, 従来の ｢人的抗弁不対抗説｣ ように, 人的抗弁が存在する
場合に, 手形債務者が, この人的抗弁の存在について悪意で手形を取得
した者に対して, 常に, ｢悪意の抗弁｣ を対抗できることを原則とする
とは考えない｡ そうではなく, 基本的には善意者保護ないし取引の安全








｢人的抗弁不対抗説｣ にたつ｡ しかし, 上述のとおり, 従来の ｢人的抗


















ができ, 私にとって, 両先生は, 大学教員の師のような存在であり, 大変,
お世話になった｡
ここに, 本拙稿をもって, 心から感謝を申し上げると共に, 今後のご健勝と
ご活躍を祈念する｡
｢人的抗弁の制限後における悪意者の手形取得と人的抗弁の対抗｣
(新里)
()
